
下水道事業の概要について

長野市上下水道局 下水道整備課
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ご説明する内容

１ 下水道の種類

２ 下水道事業の現状

３ 下水道10年ビジョン

４ ストックマネジメント計画
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下水道法に
基づく
下水道

下水道

他の法令に
基づく
生活排水
処理施設

公共下水道

都市下水路

流域下水道

農業集落排水施設

コミュニティ・プラント

合併処理浄化槽

単 独
公共下水道

特定環境保全
公共下水道

特 定
公共下水道

１ 下水道の種類

流域関連
公共下水道



長野市の下水道

種類 処理区 供用開始 処理施設

単独
公共下水道

東部処理区 昭和３４年 東部浄化センター

流域関連
公共下水道

下流処理区 平成３年 クリーンピア千曲

流域関連
公共下水道

上流処理区 平成８年 アクアパル千曲

特定環境保全
公共下水道

７処理区 平成３～10年 ５箇所

農業集落排水 ２２地区 平成６～19年 ２２箇所

合併処理浄化槽 個別処理施設

4



5

下水道エリアマップ

凡 例

行政区域界
公共東部処理区
流関下流処理区
流関上流処理区
特定環境保全
公共下水道
農業集落排水
戸別浄化槽
処 理 場T

T

T

T

T

T

T

T

T
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２ 下水道事業の現状

計画面積
（ha）

整備面積
（ha）

面積整備率
（%）

処理人口
（人）

水洗化人口
（人）

水洗化率
（％）

人口整備率
（％）

人口普及率
（％）

10,938.1 9,647.6 88.2 354,663 340,480 96.0 98.5 93.7

計画区域内人口
（人）

処理人口
（人）

水洗化人口
（人）

水洗化率
（％）

人口整備率
（％）

人口普及率
（％）

農集（20地区） 7,313 7,313 6,429 87.9 100.0

小規模（2地区） 99 99 90 90.9 100.0

合計 7,412 7,412 6,519 88.0 100.0 2.0

戸別浄化槽に
よる設置世帯数
（世帯）

個人浄化槽に
よる設置世帯数
（世帯）

計
（世帯）

設置率
（％）

処理人口
（人）

人口整備率
（％）

人口普及率
（％）

978 1,793 2,771 38.4 6,982 46.1 1.8

平成2９年度末

２ 農業集落排水事業の現状

３ 浄化槽整備事業の現状

１ 公共下水道事業の現状

● 長野市全体の人口普及率 ３６９，０５７（人）÷３７８，３８９（人） ＝９７．５％
全体処理人口 行政人口
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施設の現状

事業名 施設名規模

公共下水道事業
終末処理場 ６箇所
汚水中継ポンプ場 ３箇所
汚水管路延長 ２，１８０ｋｍ

農業集落排水事業
汚水処理場 ２２箇所
汚水管路延長 １９０ｋｍ

戸別浄化槽事業 設置基数 １，０３１基

施設一覧表

平成２９年度末
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将来像 基 本 施 策 基 本 方 針

強靭な下水道

下水道の持続

健全な経営

適正で効率的な維

持管理による安定

した下水道機能の

確保

健全かつ透明性

のある事業運営

災害に強い安全・

安心な下水道の整

備

良
好
な
暮
ら
し
と
環
境
を
持
続
さ
せ
る
長
野
市
の
下
水
道

主 要 施 策 実 現 方 策

経営健全化

施設の適正な管理 ・管路の巡視点検と調査

計画的な改築更新
・施設の改築更新
（管路施設、汚水処理施設、雨水ポンプ場）

下水道の普及･啓発

・未普及地域の早期解消
（公共下水道の整備、戸別浄化槽の整備、普及
啓発活動の強化）

・情報発信・お客さまニーズの把握

施設の耐震化
・施設の耐震化の推進
（管路施設、汚水処理施設、雨水ポンプ場）

浸水対策
・雨水渠等の重点的・集中的な整備
・官民一体による雨水流出抑制対策の促進

防災・減災対策
・下水道BCPの強化
・浸水被害軽減対策（水門遠隔操作システム
拡充、水位情報監視システム構築）

・持続的な経営
・効率的な組織体制の構築
（民間活力の活用、人員の適正配置と人材育成）

・エネルギー効率の向上
（省エネルギー設備の導入、創エネルギー設備の
導入）

事業の効率化
・施設の統廃合の検討
・下水道全国データベースの活用

３ 下水道10年ビジョン（平成29年3月改訂）
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（１） 老朽化の現状

標準耐用年数（50年）経過管の推移

管路総延長
2,370㎞

①管路施設

年度 H29 H30 H31 H39 H49 H59 H69

延長㎞ 86.0 88.9 95.0 155.1 458.3 1,268.8 2,132.5

老朽化率 ３.６％ ３.７％ ４.０％ ６.５％ １９.３％ ５３.５％ ９０.０％

9主要施策 計画的な改築更新



②処理施設
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①対策のイメージ

下水道施設のライフサイクルコスト（LCC）最小化の観点を踏まえた改築更新

0
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0

この水準を下回らない
施設管理を行う

計画的な改築

従来の管理

コスト縮減

（２） 長寿命化対策
点検調査の結果により、健全度の
水準を下回らないよう改築を行い、
トータルコストの縮減を図る。



機能への
影響度

区
分

保全
方式

適用の考え方 保全方法 設備の種類

大

予
防
保
全

時
間
計
画
保
全

劣化の予兆が
測れないもの

定期的な点検調査、修繕
等による延命化を図りつ
つ目標耐用年数を目安に
改築更新を実施

電気設備

状
態
監
視
保
全

劣化の予兆が
測れるもの

定期的な点検調査、修繕
等による延命化を図りつ
つ必要に応じて改築更新
を実施

機械設備
土木建築
施設
管路施設

小

事
後
保
全

故障・異常の発生後、修
繕又は改築更新を実施

付帯設備
(土木建築)
(電気設備)
(機械設備)
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② 設備保全の考え方



ストックマネジメント計画 事業実施年度
管路 H30～
処理場・ポンプ場 H31～
雨水ポンプ場 H33～

・ 計画的な点検調査に基づく耐用年数の見直しによるコストの低減、

下水道施設全体を一体的にとらえて事業費の平準化を図る。

ストックマネジメント計画策定

長野市下水道長寿命化計画
H26～H29

長野市下水道長寿命化計画
H25～H３0

長野市下水道長寿命化計画
H26～H29

管路施設 処理施設

13４ ストックマネジメント計画

雨水施設



第１期改築期間 66年

①改築方針

(1) 管路施設のストックマネジメント計画

当面は陶管を
中心に改築更新

塩化ビニル管や更生済みの管路
は、第二期改築計画に取り込む

ヒューム管は、計画的な点検調
査により、適切な時期に改築更
新を行うことで、事業量を平準化
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S28（1953） H29（2017） H94（2082）
年間約4.2km
（約6.5億円）

施設の点検調査に基づき標準耐用年数50年を
見直し、目標耐用年数を66年とする。



②事業計画

宇木処理分区

芹田処理分区

古牧処理分区

高田処理分区

大豆島処理分区

中央処理分区
西部処理分区

安茂里処理分区

末広処理分区
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（２）　処理施設のストックマネジメント計画

①東部浄化センター　改築・更新状況

（H10年増設）1・2号沈渣し渣設備更新 沈渣し渣搬出設備更新

補機類更新

補機類更新

散気装置更新　汚泥掻寄機更新

散気装置・汚泥掻寄機更新

 ３号

更　新

沈砂池設備

主ポンプ設備

送風機設備

水処理１系列

水処理２系列

汚泥脱水機

自家発電設備

（H9年増設）  更　新 更　新  更　新

４号 １号 ２号

３号

19
81
年

19
96
年

19
99
年

20
02
年

20
05
年

20
08
年

20
11
年

20
14
年

20
17
年

H12～1４ H18・19

H27・28

H25・26

H15・16 H18・19

H19～21

H10

H28～3035年経過

H12 H14・15

昭
和
五
六
年
八
月

供
用
開
始
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　②処理施設の改築方針

耐用年数の見直し

目標耐用年数
（標準×約1.5）

躯　　体 コンクリート構造物等 ５０年 ８０年

付帯設備 内部防食、グレーチング等 １０～１８年 １５～３０年

１５年 ２３～４０年

１５年 ２３～４０年

受変電設備 遮断器、変圧器等 ２０年 ３０年

監視制御設備 シーケンスコントローラ、通信装置等 ７～１５年 １５～２３年

標準耐用年数

電気設備

分　  類 施　　設 小分類

土木建築

機械設備
ポンプ設備

反応タンク、沈殿池設備、他

・耐用年数の見直し（標準耐用年数の約１．５倍）

・施設・設備の延命化（保守・点検、修繕）

・リスク評価に基づく更新時期の調整

改築更新費用の

最小化と平準化
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